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各 位 

 

 

 

事業譲受に関するお知らせ 

 

 当社は、平成 30 年１月 19 日開催の取締役会において、以下のとおり、平成 30 年２月１日をもって、株式

会社アンビエントホールディングス及び株式会社ハウス・イン・ハウスより、R+house 事業、アーキテクチャ

ル・デザイナーズ・マーケット事業、及びハウス・イン・ハウス事業を譲り受けることについて決議いたしま

したので、お知らせいたします。 

 

記 

１．事業譲受の理由 

  当社は、事業提携先である株式会社アンビエントホールディングス及び株式会社ハウス・イン・ハウスと

ともに、R+house 事業、アーキテクチャル・デザイナーズ・マーケット事業、及びハウス・イン・ハウス事

業を展開しておりますが、より効率的な事業運営を行うため、株式会社アンビエントホールディングス及び

株式会社ハウス・イン・ハウスがこれまで担ってきた、これらの事業に係る技術本部を中心とする機能を譲

り受けることといたしました。 

  当社は、平成 29 年１月に R+house 部材の調達・供給を行う株式会社アール・プラス・マテリアルを子会

社化するなど、事業の垂直統合を進めてまいりましたが、今回の事業譲受によりこれを一層加速することで、

グループシナジーが更に進み、当社グループの企業価値向上に有益であると考えております。 

 

２．事業譲受の概要 

(1)事業譲受の内容 

株式会社アンビエントホールディングス及び株式会社ハウス・イン・ハウスが当社と事業提携関係の下

で営む以下の事業（なお、株式会社アンビエントホールディングス及び株式会社ハウス・イン・ハウスが当

社との事業提携関係とは独立して営む事業は除く） 

・R+house 事業 

  ・アーキテクチャル・デザイナーズ・マーケット事業 

  ・ハウス・イン・ハウス事業 

 

(2)譲受事業の経営成績（平成 29 年５月期） 

  売上高 ：1,003,504 千円 

  経常利益：  298,643 千円 

  ※譲受事業の経営成績は当社グループとの取引を含んでおり、連結財務諸表に直接的に影響を与えるも 

のではありません。 

 

(3)譲受事業の資産・負債の項目 

  資  産：0 千円 

  負    債：0 千円 

 

(4)譲受価額及び決済方法 

   当事者間の合意により非開示とさせていただきます。 

 

  

会 社 名 ハイアス・アンド・カンパニー株式会社 

代表者名 代 表 取 締 役 社 長  濵村 聖一 

 （コード番号：6192 東証マザーズ） 

問合せ先 
取 締 役 執 行 役 員 

経 営 管 理 本 部 長 
 西野 敦雄 

 （TEL.03-5747-9800） 



 

３．相手先の概要（平成 29 年５月 31 日現在） 

(1)名称 株式会社アンビエントホールディングス 

(2)所在地 香川県高松市高松町 1286 番地 7 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 藤本修 

(4)事業内容 住宅建築ノウハウ提供事業を主体とした、住宅建築、フランチャイズ事業 

(5)資本金 10,000 千円 

(6)設立年月日 平成 24 年６月 29 日 

(7)純資産 74,053 千円 

(8)総資産 692,921 千円 

(9)大株主及び持株比率 藤本修 100％ 

(10)上場会社と当該会

社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

  

(1)名称 株式会社ハウス・イン・ハウス 

(2)所在地 香川県高松市高松町 1286 番地 7 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役 藤本修 

(4)事業内容 リフォーム関連事業 

(5)資本金 9,000 千円 

(6)設立年月日 平成 25 年６月７日 

(7)純資産 △4,510 千円 

(8)総資産 19,714 千円 

(9)大株主及び持株比率 株式会社アンビエントホールディングス 100％ 

(10)上場会社と当該会

社との関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間には、営業上の取引関係があります。 

 

４．譲受けの日程 

(1)取締役会決議日 平成 30 年１月 19 日 

(2)契約締結日 平成 30 年１月 19 日 

(3)事業譲受日 平成 30 年２月 １日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

 当該事業譲受は企業結合会計基準上の「取得」に該当し、正ののれんが発生する見込みです。 

 

６．今後の見通し 

 当該事業譲受による当期の業績への影響は軽微であると見込んでおりますが、開示の必要性が生じた場合

には速やかにお知らせいたします。 

なお、来期以降につきましては一定程度業績に寄与する見込みであり、適切に業績予想へ反映させた上で

開示いたします。 

 

 

以 上 


